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これまでも，刑法の全面改正については，Châtel 教授及び D’Haenens 教
授が指揮した刑法改正委員会の業績（1970 年の刑法改正の主要な方針に関する報告
160









されていた。そこで， 2015 年 10 月 30 日の司法省令によって， 刑法及び刑事




の検討の結果，2016 年，刑法典第 1 編・総則の改正草案5）が提示された。こ
の改正草案は 2017 年 1 月 20 日の閣議で承認された。刑法典総則の改正草案
はその後，審議を経て修正が加えられた。同時に，刑法等改正委員会は，第
2 編となる刑法各則の改正案作成作業を進めていた。ただ，2018 年 12 月に
ベルギー連邦内閣が崩壊し，その後現在に至るまで 2年近くにわたり本格的
な内閣が不在の状況にあるという政治的な混乱状況等もあるなか，2 人の国
会議員により（そのうちの 1 名は司法大臣が国会議員として），2019 年 3 月 13 日に
刑法典改正法律提案が議員立法として国会に提出された。この法律提案は刑
法等改正委員会によって準備されていた刑法典改正法案とは，重要な点にお
いて異なっている部分もあり，刑法等改正委員会は，2019 年 4 月，575 頁に
及ぶ刑法典改正法案及び立法理由書を公刊した6）。このように，現時点にお
いても，改正刑法典の成立・施行については不確定な状況にある。
ベルギー連邦政府が完全に機能しておらず（ようやく 2020 年 9 月 30 日に連立
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 1）　Commission pour la révision du Code pénal, Rapport sur les principales orienta-
tions de la réforme, Ministère de la Justice, 1979.
 2）　R. Legros, Avant-projet de Code pénal, ministère de la Justice, 1985.
 3）　3 年間の委員会での検討の結果，2003 年 5 月に最終報告書が提出され，その後，
この報告書を基に，刑罰の執行形態における自由刑を宣告された者の刑事施設外
（社会内）における法的地位及び被害者に認められた権利に関する 2006 年 5 月 17 日
法が制定された。この法律については，末道康之「ベルギーにおける刑罰制度の改
正―電子監視刑と保護観察刑について」南山法学 38 巻 3・4 号（2015）163 頁以
下を参照。
 4）　J. Rosie et D. Vandermeersch avec le concours de J. De Herbet, M. Debauche et 
M. Taeymans, Commission de réforme du droit pénal. proposition d’avant-projet de 
livre 1er du Code pénal, La Charte, 2016, p. VII.
 5）　J. Rozie et D. Vandermeersch avec le concurs de J. De Herdt, M. Debauche et M. 
Taeymans, Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 
1er du Code pénal prec.
 6）　J. Rozie, D. Vandermeersch et J. De Hebert avec le concours de M. Debauche et 
M. Taeymans, Un nouveau code pénal futur ? La proposition de la commission de 
réforme, du droit pénal, La Charte, 2019.
 7）　末道康之「ベルギー刑法改正の動向―刑法改正草案第 1 編の検討 （1）（2・完）」







第 1編　刑 法 総 則































































































































　　　1　〔法人格を有しない〕当座組合（les sociétés momentanées）及び匿名組合（les 
sociétés internes）
































































































は第 7 級の刑であったときには第 3 級の刑に，実行された犯罪に対して定
められた刑が第 6 級，第 5 級または第 4 級の刑であったときには第 2 級の












36 条　重 罪 刑
①　重罪に適用される主刑は，第 8級及び第 7級の 2段階からなる。
②　第 8 級の刑は無期拘禁刑で構成される。軽減事由が認められた場合，第 8
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級の刑は，第 7 級，第 6 級，第 5 級，第 4 級または第 3 級の刑の一つでこ
れを代替する。
③　第 7 級の刑は 20 年以上 30 年以下の拘禁刑で構成される。軽減事由が認め
られた場合，第 7 級刑は，第 6 級，第 5 級，第 4 級または第 3 級の刑の一
つでこれを代替する。
37 条　軽 罪 刑
①　軽罪に適用される主刑は，6段階からなる。
②　第 6 級の刑は，15 年以上 20 年以下の拘禁刑で構成される。軽減事由が認
められた場合，第 6 級の刑は，第 5 級，第 4 級，第 3 級または第 2 級の刑
の一つでこれを代替する。
③　第 5 級の刑は，10 年以上 15 年以下の拘禁刑で構成される。軽減事由が認
められた場合，第 5 級の刑は，第 4 級，第 3 級または第 2 級の刑の一つで
これを代替する。
④　第 4 級の刑は，5 年以上 10 年以下の拘禁刑で構成される。軽減事由が認め
られた場合，第 3級または第 2級の刑の一つでこれを代替する。






　　　 4　120 時間以上 300 時間以下の労働刑
　　　 5　12 月以上 2年以下の保護観察刑
　　　 6　有責性を宣告する判決
軽減事由が認められた場合，第 2 級の刑は第 1 級の刑の一つによってこれ
を代替する。
⑦　第 1級の刑は，次に掲げる刑の一つで構成される。
　　　 1　200 ユーロ以上 20.000 ユーロ以下の罰金
　　　 2　20 時間以上 120 時間以下の労働刑
　　　 3　6月以上 12 月以下の保護観察刑
　　　 4　没収
　　　 5　犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑
























39 条　重 罪 刑
①　重罪に適用される主刑は，第 8級及び第 7級の 2段階から構成される。
②　第 8 級の刑は，4.000.000 ユーロ以上 5.760.000 ユーロ以下の罰金から構成
される。軽減事由が認められる場合， 第 8 級の刑は， 第 7 級， 第 6 級， 第 5
級， 第 4級または第 3級の刑の一つによってこれを代替する。
③　第 7 級の刑は，1.600.000 ユーロ以上 4.000.000 ユーロ以下の罰金から構成
される。軽減事由が認められる場合， 第 7 級の刑は， 第 6 級， 第 5 級， 第 4
級または第 3級の刑の一つによってこれを代替する。
40 条　軽 罪 刑
①　軽罪に適用される主刑は，6段階から構成される。
②　第 6 級の刑は，1.200.000 ユーロ以上 1.600.000 ユーロ以下の罰金から構成
される。軽減事由が認められる場合， 第 5級， 第 4級， 第 3級または第 2級
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の刑の一つによってこれを代替する。
③　第 5 級の刑は，800.000 ユーロ以上 1.200.000 ユーロ以下の罰金から構成さ
れる。軽減事由が認められる場合，第 4 級，第 3 級または第 2 級の刑の一
つによってこれを代替する。
④　第 4 級の刑は，600.000 ユーロ以上 800.000 ユーロ以下の罰金から構成され
る。軽減事由が認められる場合，第 3 級または第 2 級の刑の一つによって
これを代替する。
⑤　第 3 級の刑は，360.000 ユーロ以上 600.000 ユーロ以下の罰金から構成され
る。軽減事由が認められる場合，第 2 級または第 1 級の刑の一つによって
これを代替する。
⑥　第 2級の刑は，次に掲げる刑の一つから構成される。
　　　 1　20.000 ユーロ以上 360.000 ユーロ以下の罰金
　　　 2　20.000 ユーロ以上 360.000 ユーロ以下の予算の共同体のための給付
　　　 3　12 月以上 2年以下の保護観察刑
　　　 4　二つの第 1級の刑の併合
　　　 5　有責性を宣告する判決
軽減事由が認められる場合，第 2 級の刑は第 1 級の刑の一つによってこれ
を代替する。
⑦　第 1級の刑は，次の各号に掲げる刑の一つからなる。
　　　 1　200 ユーロ以上 20.000 ユーロ以下の罰金
　　　 2　200 ユーロ以上 20.000 ユーロ以下の予算の共同体のための給付
　　　 3　6月以上 12 月以下の期間の保護観察刑
　　　 4　1年以上 10 年以下の期間，社会的目的に関連する活動の実行の禁止
　　　 5　没収刑
　　　 6　犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑















　　　 4　1年以上 10 年以下の期間，社会的目的に関連する活動の実行の禁止
























































































































































①　第 2 級の労働刑は，120 時間以上 300 時間以下でなければならない。第 1




































は，20 時間以上 240 時間以下である。
②　第 2 級の保護観察刑の期間は 12 月以上 2 年以下である。第 1 級の保護観察
刑の期間は 1月以上 6月以下である。
③　裁判官は，第 1 級の保護観察刑を言い渡すときには，犯罪に対してかつ法
律によって定められた範囲内において，罰金または 1 月以上 6 月以下の拘
禁刑を（予め）定める。裁判官は，第 2 級の保護観察刑を言い渡すときに
は，犯罪に対してかつ法律によって定められた範囲内において，罰金また




















































②　第 2 級から第 8 級の刑を言い渡す場合，裁判所は，付加刑として，次に定
める罰金を科すことができる。
　　　 1　主刑が第 8級の刑である場合，200 ユーロ以上 35.000 ユーロ以下の罰金
　　　 2　主刑が第 7級の刑である場合，200 ユーロ以上 30.000 ユーロ以下の罰金
　　　 3　主刑が第 6級の刑である場合，200 ユーロ以上 25.000 ユーロ以下の罰金
　　　 4　主刑が第 5級の刑である場合，200 ユーロ以上 20.000 ユーロ以下の罰金
　　　 5　主刑が第 4級の刑である場合，200 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の罰金
　　　 6　主刑が第 3級の刑である場合，200 ユーロ以上 10.000 ユーロ以下の罰金




















































①　§ 1 （第 1パラグラフ） で対象とされた物の没収は， また， この物がベルギー
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の領域外で発見されたときでも，これを言い渡すことができる。








































































































法律が定める場合，犯罪に対して定められる第 1 級，第 2 級，第 3 級，第 4 級ま
たは第 5 級の刑は，犯罪の実行時において，判決が既判事項の確定力を有した日





































































































































②　第 6 級，第 5 級及び第 4 級の軽罪刑の時効は，有罪判決が既判事項の確定




③　付加刑は，併科して言い渡された重罪刑，第 6 級，第 5 級もしくは第 4 級
の軽罪刑，または第 3 級，第 2 級もしくは第 1 級の軽罪刑に応じて，前二
項に定める期間で時効となる。
④　刑の時効は， 刑の実質的執行の開始をもたらす法律行為によって中断する。






















　　　2　主刑の長期が 20 年以上 30 年以下の懲役または禁錮から構成される場
合，第 7級の刑にこれを読み替える。
　　　3　主刑の長期が 15 年以上 20 年以下の懲役または禁錮から構成される場
合，第 6級の刑にこれを読み替える。
　　　4　主刑の長期が 10 年以上 15 年以下の懲役または禁錮から構成される場
合，第 5級の刑にこれを読み替える。
　　　5　主刑の長期が 5 年以上 10 年以下の懲役または禁錮から構成される場合， 
第 4級の刑にこれを読み替える。
　　　6　主刑の長期が 3 年以上 5 年以下の懲役または禁錮から構成される場合，
第 3級の刑にこれを読み替える。
　　　7　主刑の長期が 1 年以上 3 年以下の懲役または禁錮から構成される場合，
第 2級の刑にこれを読み替える。
　　　8　主刑の長期が 8 日以上 12 月以下の懲役または禁錮から構成される場合， 
第 1級の刑にこれを読み替える。
　　　9　主刑の多額が 25 ユーロ以上の罰金から構成される場合，第 1 級の刑に
これを読み替える。
②　第 37 条第 8 項第 1 号及び第 40 条第 8 項第 1 号を除き，罰金の寡額及び多
額は，特別法においてそれぞれ定められる罰金額の 8 倍となる。犯罪事実
が本法典の施行日以前に行われた場合はこの限りではない。本法典の適用
がない場合，罰金額は，刑事罰金についての付加税額に関する 1952 年 3 月
5 日法律第 1 条に定めるように犯罪時に適用可能な付加税額に従って，加
算される。
③　主刑の最高刑が 7 日以上の拘禁刑または 25 ユーロ以上の罰金から構成され
る場合，犯罪処罰は廃止されたものとみなされる。
§ 2　§ 1（第 1 パラグラフ）第 1 号から第 8 号に定める主刑の他，特別法が付加刑
として罰金を定めている場合，罰金の寡額及び多額は，第 53 条 § 1（第 1 パラグ
ラフ）を除いて，特別法においてそれぞれ定められる罰金額の 8 倍となる。犯罪
事実が本法典の施行日以前に行われた場合はこの限りではない。本法典の適用が
ない場合，罰金額は，刑事罰金についての付加税額に関する 1952 年 3 月 5 日法律
第 1条に定めるように犯罪時に適用可能な付加税額に従って，加算される。




§ 4　特別刑法が，1867 年 6 月 8 日刑法典第 7 章が適用されると明言する規定を含
んでいるのでない限り，第 20 条は，§ 1（第 1 パラグラフ）第 1 号から第 8 号に定
める刑で処罰される犯罪には適用されない。
§ 5　特別刑法が，1867 年 6 月 8 日刑法典第 85 条が適用されると明言する規定を










 9）　改正草案 39 条についての翻訳（末道・前掲「ベルギー刑法改正の動向―刑法改







第 1 編・刑法総則は，第 1 章・刑罰法規，第 2 章・犯罪，第 3 章・犯罪行為
者，第 4 章・刑罰，第 5 章・民事的諸規定，第 6 章・刑の消滅及び時効並びに






第 1 章には，罪刑法定主義（1 条），刑罰法規の時間的適用（2 条），刑罰法




第 2章は犯罪，第 3章は犯罪行為者を定める。第 2章には，犯罪（犯罪行
為）の定義（5 条から 8 条），犯罪の分類（9 条），未遂犯（10 条）， 正当化事由
（11 条から 16 条），第 3 章には，総則（個人行為責任の原則（17 条），正犯の身
分の定義（18 条），法人の刑事責任（19 条）），犯罪の共犯（20 条，21 条），有責










〈 élément moral 〉 というフランスやベルギーで従来から用いられてきた文言




あるが，今回，〈 élément fautif 〉 という文言が採用されていることには意味




































































































































責任阻却事由として，法案では，有責性阻却事由 （22 条） と無答責事由 （25
条） の 2類型を規定する。有責性阻却事由として抗拒不能の力による強制 （23
条） と避けることのできない錯誤 （24 条） を， 無答責事由として精神の障害 （26











































































第 8 級（無期拘禁刑）及び第 7 級（20 年以上 30 年以下の拘禁刑）の刑が定められ
る。改正草案では，重罪刑については，懲役（réclusion）という現行刑法典
で用いられている文言が採用されていたが33），改正法案では，重罪刑に適用
される自由刑について， 懲役ではなく， 拘禁刑 （emprisonnement） と定められ， 
重罪・軽罪を問わず，自由刑については拘禁刑という文言で統一された。
自然人が実行した軽罪に適用される主刑である軽罪刑（37 条）としては，
第 6 級から第 1 級の刑が定められる。拘禁刑の期間は，その階級によって 1
















2 階級の刑が定められ，その内実は罰金である。軽罪刑として第 6 級から第




















る。電子監視刑については，2014 年 2 月 7 日の刑法改正によって導入され， 
その後 2016 年 2 月 5 日の刑法改正で見直しがなされた34）。電子監視刑の概
要については，大きな変化はないが，決定されたプログラムに従い，外出等




た。労働刑については，2002 年 4 月 17 日の刑法改正によって導入され，他
国では公益奉仕労働とされている刑罰である36）。労働刑及び保護観察刑は，





















ロ以上 20.000 ユーロ以下，付加刑については 200 ユーロ以上 35.000 ユーロ






ができる。没収対象物は，§ 1・1 項に，犯罪対象物（1 号），犯罪供用物（2
号），犯罪生成物（3 号），犯罪から生じた財産的利益，財産的利益が代替さ
れた財産及び価値並びに投資された利益からの収益（4 号），その所持が公
































































11）　例えば，P. Mandoux, Introduction, in Ch. Guillain et D. Scalia, La réforme du 
Livre 1er du Code pénal belge, Larcier, 2018, p. 10 を参照。
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20）　草案における正当化事由の概要については，末道・前掲「ベルギー刑法改正の動
向―刑法改正草案第 1編の検討（1）」160 頁以下を参照。
21）　Colette-Basecqz et Vansiliette, op. cit., p. 70.
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頁以下を参照。
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contre des personnes physiques, in La réforme du Livre 1er du Code pénal belge préc., 


































（Ch. Guillant et D. Scalia, La réforme du Livre 1er du Code pénal belge préc., p. 166 の図表を参照した。）
刑 の 階 級 拘　禁　刑 代　替　刑 軽減事由が認められる場合
第 8級（重罪刑） 無期拘禁刑 3年以上 20 年以下の拘禁刑
第 7級（重罪刑） 20 年以上 30 年以下の
拘禁刑
3年以上 20 年以下の拘禁刑




3 年以上 20 年以下の拘禁刑
＋第 2級の刑




3 年以上 10 年以下の拘禁刑
＋第 2級の刑




3 年以上 5 年以下の拘禁刑
＋第 2級の刑












































































































































































て，ドイツ刑法学にならい構成要件概念と同様の 〈 fait typique43） 〉 概念を
用いて犯罪体系論を構築しており， 犯罪行為 （構成要件該当性・違法性） と犯罪
行為の帰責性 （責任） という体系をとる44）。また， ベルギーにおいても， 浩瀚な
ベルギー刑法総則の体系書を執筆している Kuty は，第 2 巻を犯罪行為に，





（responsabilité pénale） に置き， 第 1 章・一般規定 （通則） として， 個人行為責任
の原則，法人の刑事責任，故意・過失，未遂犯，正犯・共犯を規定し，第 2
章・無答責事由 （causes d’irresponsabilité pénale） または責任軽減事由 （causes d’at-





〈責任 （responsabilité）〉 という概念は， 〈有責性 （culpabilité）〉 とも 〈答責性・帰
責性 （imputabilité）〉 とも区別されるが，刑事責任を問うには，行為者が faute
を犯し非難が可能であるという有責性（culpabilité）と，行為者に認識と自由
な意思があることで行為を行為者に帰責できるという答責性・帰責性（impu-
tabilité）が必要である。フランスでは，民法上の 〈 faute 〉 の概念が，客観的
要素（行為の違法性）と主観的要素（行為の有責性）の 2 要素を包摂していると



















































42）　J. Pradel, Droit pénal général 21e éd., Cujas, 2016, pp. 257 et s. を参照。
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